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用語の解説＞ 

出典典：地すべり対
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対策事業等のの用語解説(中

 

国四国農政局局高瀬農地保全

 

全事業所) 

 



 

 

＜長

○

○

長野西部地

○ 旧大岡

○ 旧信州

区関係旧町

出典

岡村  平

州新町 平

町村の位置

典：ながのたか

成 17 年１

成 22 年１
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置、合併経

からマップ(社

月１日長野

月１日 

経過＞ 

社団法人長野

野市へ合併

同 上 

野青年会議所) 

併 
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１

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要

 地域概況

長野西部

に旧上水

な地形の

地区北側

長野市街地

約40分で

本地区

方、冬期

農業は米

畑作は大豆

した農業

長野

要 

況 

部地区は、

内郡信州新

中山間地帯

側の犀川沿

地へ約45分

それぞれ結

の年間降水

間の積雪は

米が基幹で

豆や加工用

が展開され

出典

野西部地区 

長野県の

新町の犀川

帯である。

沿いに貫通

分、松本市

結ぶなど比

水量は1,12

は少ない。

であるが、

用トマトの

れている。

典：関東農政局

図Ⅰ-1-1 位
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の北部、長

川中流域右

 

通する国道

市へ約60分

比較的交通

20mmと少な

（信州新町

りんご、

の栽培が行

 

局 

位置図 

野市の南西

右岸に展開す

19号線や、

分、上信越道

至便な位置

なく、年間平

町観測所平

うめなどの

行われるな

西部の旧更

する標高4

、地区内を

道更埴イン

置にある。

平均気温は

平年値（S5

の果樹も栽

ど、清涼な

更級郡大岡

50～850ｍ

を通過する

ンターチェ

 

は11℃と冷

6～H22））

栽培されて

な気候特性

岡村並び

ｍの急峻

る県道が

ェンジへ

冷涼な一

 

ている。

性と活か



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２

 

 

 

 

 

 

  

 本地区

本地区

と呼ばれ

本地帯

用とその岩

地すべり崩

圧の減少及

安定化し

過去にお

現在の虚空

した後それ

の人々が死

近年にお

地、道路斜

 

の地すべり

は北陸地方

る地域の南

では、新第

岩相の特徴

崩土、ある

及び豊富な

ていた。 

おいては、

空蔵山付近

れが決壊し

死亡したと

おいても、

斜面、家屋

図

りの歴史と

方の東頸城

南方に位置

第三紀の地

徴によって

るいは脆弱

な地下水の

とりわけ1

近が大規模

し、下流の

と推定され

大雨や融

屋敷地、沢

 

図Ⅰ-1-2 信
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と特徴 

城地すべり

置する。 

地層からな

て地すべり

弱層の分布

の供給によ

1847年（弘

模に崩壊し

の長野平に

れる。 

融雪時にお

沢筋などが

州新町観測所

地帯から続

る基盤地質

が発達する

布を素因と

る間隙水圧

化4年）に発

、犀川をせ

多大な災害

いて断続的

被災した。

所における月別

出典

続く「長野

質の造構運

るとされて

し、渓流浸

圧の増大に

発生した善

せき止め、

害をもたら

的に地すべ

。 

別平年値 

：気象庁ホー

野地すべり

運動による

ており、斜

浸食による

により、土

善光寺地震

土砂ダム

らし、１万

べりが発生

ームページ 

地帯」

る破砕作

斜面上の

る受動土

土塊が不

震では、

ムを形成

万人前後

生し、農
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出典

(関東

典：直轄地すべ

東農政局長野

べり対策事業

西部農地保全

長野西部地区

全事業所) 

区完工記念誌



 

３

 

 事業の経

 本事業

とにより

生活の安定

区域」、「

同年10月

区域」、「一

「塩本区域

事の変更計

 

経緯と概要

は、「地すべ

、地すべり

定に資する

日方区域」

に事業着工

一倉田和区

域」、「平清

計画書を提

要 

べり等防止

りによる被

ることを目

333.5haを

工した。そ

区域」を追

清水区域」、

提出し、工

- 6 -

止法」に基

被害を除去

目的として

を対象に平

その後平成8

追加指定し、

、「池田区

工事施行後

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基づく地すべ

去または軽減

、「塩本区

平成4年度に

8年に「塩本

、460.08ha

区域」、「日方

、平成18年

べり防止施

減させ、国

区域」、「平清

に全体実施

本区域(一

aに拡大し

方区域」の

年３月に事

施設を設置

国土の保全

清水区域」

施設計を実

一部追加)」、

し、平成12年

の地すべり

事業が完了

置するこ

全と住民

、「池田

実施し、

、「中原

年2月に

防止工

了した。 
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表Ⅰ-3-1 直轄地すべり対策事業「長野西部地区」の概要 

１ 工事開始の日 平成4年10月1日(平成4年10月1日付け官報告示第1716号) 

２ 工事完了の日 平成18年3月31日(平成18年７月18日付け官報告示第952号) 

３ 地すべりの種類 第三紀層地すべり 

４ 主な地質 新第三紀・小川層及び柵層、第四紀・大岡土石流堆積物 

５ 水系名  信濃川水系犀川  

６ 工事の区域 6区域（塩本､平清水､中原､一倉田和､池田､日方）  

７ 関係市町村名 長野県長野市(旧更級郡大岡村、旧上水内郡信州新町)  

８ 地積（ha） 農地 山林 その他 合計 人家 

  １）地すべり防止区域 137.69 262.76 59.63 460.08 169戸

  ２）地域外被害想定地域 101.73 127.56 31.08 260.37 164戸

  合計  239.42 390.32 90.71 720.45 333戸

９ 主要工事(完了実績) 規格・構造等 数量 

抑

制

工 

1) 承水路工 BF300～600、CF350～450 106箇所 7,268ｍ

2) 排水路工 BF300～1000、CF350～2400 251箇所 21,954ｍ

3) 浸透防止工 合成ゴムシート張り 2箇所 8,490㎡

4) 水抜きボーリング工 φ66mm(VPφ40mm) 229箇所 36,490ｍ

5) 集水井工 φ3,500mm、H=7～23ｍ  22箇所 18,457m

6) 排水トンネル工 2R=2.6m、ホロ型 1箇所 380m

7) 排土工 斜面切土 7箇所 26,550㎥

8) 盛土工 敷均転圧3回以上 6箇所 110,090㎥

9) 堰堤工(コンクリート) コンクリート重力式､H=6～12m 6箇所 5,982㎥

10)堰堤工(鋼製組立枠) 鋼製組立枠割栗石詰め､H=6～8m 3箇所 2,612㎥

11)床止工 鋼製組立枠割栗石詰め､H=2～5m 110箇所 11,355㎥

抑 

止 

工 

12)法枠工 F=200～600 33箇所 13,871㎡

13)アンカー工 グランドアンカー、PC綱より線 20箇所 728本

14)杭工 φ267.4～508.0mm、H型工250×250 16箇所 384本

 15)かご工 フトン篭(h0.6×d1.2)､1～9段積み等 117箇所 2,753ｍ

10 工期 平成4年度～平成17年度 

11 計画変更 第１回：平成8年度 第２回：平成11年度 

12 事業費（決算額ベース） 11,659,973千円 

 

 

 

 

 

出典：直轄地すべり対策事業長野西部地区完工記念誌(関東農政局長野西部農地保全事業所)

事業成績書(関東農政局長野西部農地保全事業所) 
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４

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地すべ

 本地区

渓流浸食

増大等に

このた

除、承排水

よる渓流

いては、杭

から守る対

注）以下の

部農地

１）排水

トン

削し、

り防止対策

は、斜面上

による受動

より、土塊

め、対策と

水路等によ

の保護等の

杭工、土留

対策が講じ

の図、写真の

地保全事業所)

トンネル工

ンネルを掘

地下水を

策工法の概

上の地すべ

動土圧の減

塊が不安定

としては、

よる地表水

の抑制工を

留工等の抑

じられた。

出典は直轄地

 

工 

掘削し、そ

を水抜孔か

- 9 -

概要 

り崩土、あ

減少及び豊

定化してい

水抜ボー

水排除、及

を行うと共

抑制工を実

 

地すべり対策事

の内部か

らトンネル

るいは脆弱

豊富な地下水

た。 

リング、集

及び堰堤、床

共に、地すべ

実施し、農地

事業長野西部

ら上方のす

ルに流下さ

弱層の分布

水の供給に

集水井等に

床止、大型

べり活動の

地、人家、

地区完工記念

すべり面に

させ、外に

布を素因と

による間隙

による地下

型フリュー

の活発な部

道路を地

念誌(関東農政

に向け水抜

排出する。

して、

隙水圧の

下水の排

ーム等に

部分につ

地すべり

政局長野西

抜孔を掘

。 



 

２

  

 

３

４

  

２）水抜き

地す

斜面に

  

 

 

 

 

 

３）集水井

通常

除する

して放

 

 

 

 

 

  

 

）承水路

承水

や水抜

への浸

排水

る。ま

下浸透

 

 

 

 

 

 

 

 

     

きボーリン

すべり面が

に水平な水

井工 

常の水抜き

る工法。集

放流する。

工、排水路

水路は、地

抜きボーリ

浸透を防止

水路は、承

また、渓流

透を防止す

 

グ工 

が比較的浅

水抜孔を放射

きボーリン

集水した水

 

路工 

すべり地域

ングから

止する。 

承水路で補

流や土水路

する。 

- 10 -

い所の地下

射状に掘削

グ工では届

は、地下排

域内の斜面

排水された

補給した水を

をコンク

 

下水を排除

削し、地下

届かない深

排水管によ

面を流下す

た水を速や

を地すべり

リート水路

除する工法

下水を排除

深い位置に

より地表の

する降水・融

やかに排水

り地域外に

路に整備し

法で、地す

除する。 

にある地下

の排水路ま

融雪水（地

水路に導き

に速やかに

し、斜面浸

すべりの

下水を排

まで導水

地表水）

、地下

に排除す

浸食や地



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）浸透

塩本

ムシー

下水供

６）堰堤

堰堤

を防止

床止

７）盛土

地す

透防止工 

本区域の古

ートを張り

供給を防止

堤工・床止工

堤工は、沢

止するとと

止工は沢の

土工・排土工

すべり活動

古池並びに

遮水する

止している。

工 

沢にて地す

もに、補足

の縦浸食を防

工 

動を抑制す

- 11 -

日方区域の

ことで、漏

。 

べり土砂を

足した土砂

防止及び土

るため、盛

 

の芦沼池の

漏水による

を補足し、

砂により地

土砂流出を

盛土並びに

の農業用た

る地すべり

ブロック

地すべりを

を抑制する

に斜面切土

ため池を対

りブロック

ク末端から

抑制する施

施設。 

土を行う。 

対象にゴ

への地

の流出

施設。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）杭打

地す

力を基

９）法枠

法枠

ートの

アン

で地す

10）かご

小規

を防止

打工 

すべり土塊

基盤に持た

枠工・アン

枠工は、地

の枠で覆い

ンカー工は

すべり土塊

ご工 

規模な地す

止する。 

塊を貫いて

たせ、地すべ

カー工 

地すべり活

い、地すべ

は、基石と

塊の滑動抵抗

すべりの末

- 12 -

基盤中に杭

べりを抑止

動の活発で

りを確実に

地すべり土

抗力を増大

端で、フ

 

杭を設置し

止する施設

で周辺に民

に抑止する

土塊をアン

大させる。

トン篭等に
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５ 対策工の効果判定と評価 

地すべり活動の抑制効果解析は、事業実施中と事業完了時点の2回行われ

ている。この効果解析は、各地すべり防止区域での活動抑制対象とした地

すべり348ブロックについて行われている。 

まず、事業実施中に行われた各ブロックの効果解析は、活動性からブロ

ック種別判定（「現況」、「保全」、「要注意」、「危険」の４区分）を行い、こ

れに基づき必要な対策工を施工した後、効果解析要因（排水量、地下水位、

歪量、傾斜量）などの項目を評価し、次の４つのカテゴリーに区分した総

合判定を行い、効果確認に必要な継続観測の可否判断をし、平成17年度の

本事業完了時点までに全ブロックについて、変状と効果項目の評価から総

合判定（カルテ）を行い、全ブロックＡ判定を確認し、概成となった。 

 

表Ⅰ-5-1 対策効果判定 

Ａ 観測終了 対策効果が継続し、地すべりが起こる可能性が低いため

観測終了 

Ｂ 条件付観測終了 Ａと同様だが、要注意・危険ブロックであるため異常気

象時には安全確認が必要 

Ｃ 観測継続 対策工未了か、活動が終息してないか、変動兆候あり 

Ｄ 要検討 対策施工後も地すべり危険があり、新たな対策工必要 

出典：長野西部地区地すべり観測データ集(関東農政局長野西部農地保全事業所) 

 

具体例として、各区域で最後に確認を行ったブロックでの経過は以下の

通り。 

 

※以下、（１）～（７）の各グラフの出典は長野西部地区地すべり観測

データ集(関東農政局長野西部農地保全事業所)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

図Ⅰ-5-2 対象
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